
主担当部局（長）名
地域振興部長　村田 崇

１．政策目標達成に向けた進捗状況

目
標

市町村が取り組む行財政改革を県が支援するこ
とにより、市町村財政の健全化を図ります。

奈良県・市町村長サミット

市町村に助言を行ったり、また、地方消費税交付
金や普通交付税等の増、公債費等の減により、市
町村財政の健全化を表す県内市町村の経常収支
比率は、平成27年度に前年度より2.5ポイント改善
したものの、前年度と同じく全国ワースト4位でし
た。

市町村の財政健全化の取組や適正な職員数につ
いて助言を行うなど、県内市町村の行財政改革の
推進等を行いました。

成
果

取
組

成
果

県職員を市町村に派遣し、ともに滞納整理に取り
組む協働徴収や市町村職員を県に受け入れ徴収
技術の習得を図るなどの取組により、市町村税徴
収率（市町村平均）は年々上昇しています。

２．戦略目標達成に向けた進捗状況

戦略目標

①県と市町村の「連携・協働」の仕組み（奈良モデル）を各分野で実行し、その成果を挙げていき
ます。
②市町村の課題について協働で解決策を検討します。
③市町村税徴収率（市町村平均）を全国平均まで引き上げます。（H25年度：奈良県93.3％　全国
平均：94.9％）

取
組

市町村税徴収率（市町村平均）の向上を図りまし
た。（③）

市町村が行財政問題をはじめとする地域の課題を解決するため、県と

市町村、市町村間の連携・協働の取組等の積極的な支援を行い、奈良

県を元気にします。

目指す姿

・平成28年度末までに、天理市等20市町村と「まちづくり包括協定」を締結しました。

・地方版総合戦略に基づく地方創生の課題等の解決に向けて、意見交換や市町村への助言を行いました。

・市町村の行財政改善に向け、助言・支援等を行いました。

（経常収支比率（市町村平均） H18年度：97.9％［ワースト1位］→H27年度：93.5％［ワースト4位］）

（全国類似団体職員超過数 H18年度：835人→H27年度：297人）

これまでの成果

Ⅵ 市町村への支援
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